




単位：千円

年 災
県 工 事 市町村工事 合 計

異常
気象数決定

箇所数
査定決定額

決定
箇所数

査定決定額
決定

箇所数
査定決定額

平成６年 180 2,595,663 252 1,383,901 432 3,979,564 16

７ 1,122 44,392,381 1,196 11,469,476 2,318 55,861,857 13

８ 322 4,222,002 186 1,012,364 508 5,234,366 15

９ 150 2,250,516 178 610,622 328 2,861,138 18

10 576 7,336,870 510 2,614,895 1,086 9,951,765 25

11 1,156 19,189,838 1,067 6,365,960 2,223 25,555,798 16

12 497 8,321,848 613 4,197,147 1,110 12,518,995 14

13 615 6,906,330 295 2,036,339 910 8,942,669 23

14 113 1,444,429 262 1,188,326 375 2,632,755 18

15 76 1,052,472 178 786,491 254 1,838,963 13

16 949 14,750,472 1,143 8,008,716 2,092 22,759,188 22

17 71 1,524,619 67 411,447 138 1,936,066 13

18 1,051 15,145,462 977 6,297,966 2,028 21,443,428 15

19 252 3,492,369 221 1,104,409 473 4,596,778 12

20 24 143,781 27 90,669 51 234,450 11

21 58 876,716 136 830,143 194 1,706,859 11

22 115 2,054,049 171 834,946 286 2,888,995 13

23 165 4,486,034 253 2,663,222 418 7,149,256 15

24 63 1,568,129 81 703,906 144 2,272,035 16

25 273 4,930,016 217 1,132,324 490 6,062,340 ８

26 79 6,081,711 191 2,980,395 270 9,062,106 10

27 24 350,779 10 46,921 34 397,700 ８

28 31 738,053 32 152,603 63 890,656 10

29 160 4,283,048 127 1,024,323 287 5,307,371 13

30 144 4,588,208 128 1,465,962 272 6,054,170 15
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長野県（億円） 全国（億円）



災 害 原 因 別 査 定 決 定 額（長野県）
単位：千円

発生日 異常気象
県工事 市町村工事 計

箇所 金額 箇所 金額 箇所 金額
2.1～2.28 低温 24 233,430 1 1,411 25 234,841
4.24～25 豪雨 3 41,548 3 41,548
29.8.11～ 3
0.5.29

地すべり 1 54,769 1 54,769

29.10.28 ～
30.5.29

地すべり 1 74,563 1 74,563

6.27～7.8
梅雨前線豪雨及び
台風７号

61 2,908,631 33 346,793 94 3,255,424

8.6 豪雨 1 1,397 1 1,397
8.10 落雷 1 19,200 1 19,200
8.10 豪雨 1 17,919 1 17,919
8.15～16 豪雨 1 2,099 1 2,099
9.4～5 台風21号 34 601,377 53 436,250 87 1,037,627
9.30～10.1 台風24号 20 609,160 33 464,097 53 1,073,257
29.10.22 ～
30.11.5

地すべり 1 65,142 1 65,142

29.10.23 ～
30.11.5

地すべり 1 52,456 1 52,456

29.10.24 ～
30.11.5

地すべり 1 56,107 1 56,107

29.10.29 ～
30.12.25

地すべり 1 67,821 1 67,821

合計 15事象 144 4,588,208 128 1,465,962 272 6,054,170



被災状況（凍上による路面の破損） 復旧完了



被災状況（異常出水による村道の決壊） 道路部復旧完了



被災状況（異常出水による村道の決壊） 道路部復旧完了



被災状況（異常出水による天然河岸の決壊） 復旧完了



被災状況（異常出水による護岸の決壊） 護岸復旧状況



被災状況（河道の異常埋そく） 埋そく土除去完了



被災状況（道路上の崩土の堆積） 崩土の除去完了



被災状況（集中豪雨による路肩の決壊） 復旧後 埋塞土除去完了















雨水

河床洗掘

被災原因（被災のメカニズム）を確認し、道路
で申請すべきか、あるいは河川で申請すべきか
を判断する。

例えば、

雨水による被災→道路災

河床洗掘による被災→河川災



１ １箇所の工事の費用が以下に満たないもの

都道府県：120万円未満、市町村：60万円未満

２ 工事の費用に比して経済効果が著しく小さいもの

３ 維持工事とみるべきもの

４ 明らかに設計の不備又は工事施工の粗漏に起因して生じたもの

５ 甚だしく維持管理業務を怠ったことに起因して生じたもの

６ 河川の埋そく（ただし維持上、公益上必要なものを除く）に係るもの

７ 天然河岸（ただし維持上、公益上必要なものを除く）に係るもの

８ 災害復旧事業以外の事業の工事実施中に生じた災害に係るもの

９ 直高１ｍ未満の小堤、幅員２ｍ未満の道路、及び主務大臣が定める小
規模施設に係るもの



・管理者の別により区分（県、市町村等）

・工種の別により区分（河川、道路等）

・災害の別により区分（被災年月日が異なるもの。ただし、被災が分離
不可能な場合を除く。）

・直線距離で100mを越えるものを区分

（１箇所工事） （１箇所工事）

（別箇所工事）（別箇所工事）

100m以内

増破

同一被災日・相互の合計額が限度額以上 被災日異なる・いずれも限度額以上

同一被災日 被災日異なる

100m超え 分離可能

※１箇所工事は条件を満たせば路河川名が異なっても良い





・処理場、ポンプ場、管きょそれぞれ１箇所とすることができる





側方浸食により
路肩が被災

欠壊防止のため大型土のう
により応急仮工事を実施

■申請

復旧延長 L=9.0m

申請額 1,855千円

■査定

復旧延長 L=2.0m

申請額 696千円

応急仮工事施工前に被災状況を記録しな
かった（被災を証明できる写真がない）

査定時に被災状況を説明できず復旧延長
カット

申請額が1,200千円未満となり失格



豪雨により、大量の路面水が
流下し、路側のり面が被災

■申請

ブロック積工

申請額 1,019千円

■査定

土羽＋かご工（法尻）

申請額 252千円

用地に余裕があることを考慮せず、コン
クリートブロック積工にて申請

既設水路まで幅（余裕）があり、用地を
活用し法尻かご１段に変更

申請額が600千円未満となり失格

官民境界

用地に余裕有り



豪雨により、石積護岸と土羽
護岸が法肩部から崩壊

■申請

ブロック張

申請額 5,107千円

■査定

土羽護岸

申請額 1,131千円

調査不足により崩土内に既設護岸がある
ことが確認されず、ブロック張工を申請

査定直前に崩土内の既設護岸が発見され、
ブロック張工がカットされ土羽護岸に

申請額が1,200千円未満となり失格

復旧延長L=13m

B:8.2V＝8.2m3/m×13.0m＝106.6m3

DL=110.000

1：
1.0

コンクリートブロック張工
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仮締切工 L＝13.0+2.0*2+6.0*2＝29.0m

∴大型土のう N＝29.0/1.1＝26.36≒27袋
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1：
1.0

木柵工

L=13.0m
500

※既設石積護岸

500

L=3,300

土
羽
整
形

土羽整形工
A＝3.3㎡/m×13.0m＝42.9㎡

V＝2.1m3/m×13.0m＝27.3m3

V＝2.3m3/m×13.0m＝29.9m3

既設石積護岸（健全）
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■申請

ブロック積工

申請額 681千円

■査定

ブロック積工

申請額 596千円

ブロック積を設計する際、天端高さをレ
ベルとして申請（前後の取合検討不足）

査定の結果、天端高を既設にあわせるよ
うに、施工範囲が変更した

申請額が600千円未満となり失格



■申請

かご工 Ａ＝134m2

申請額 5,051千円

■査定

欠格

豪雨により、山側法面が浸食と湧水によ
り崩壊。道路施設の被災として申請

被災施設が農水省所管施設であったため、
所管外施設と判断

農業施設

管理者を申請前に確認することが重要



■申請

ブロック積Ａ＝129m2

申請額 7,541千円

■査定

欠格

土羽護岸が側方浸食を受け流失。ブロッ
ク積にて復旧することで申請

土羽護岸裏に石積ブロックが健全な状態
で残っていた（査定まで気づかず）

石積⇒ブロック積石積ブロック

土羽護岸

入念な調査の上、石積が死に体であることを証明することが必要



■申請

河床張ﾌﾞﾛｯｸＡ＝50m2

申請額 1,248千円

■査定

欠格

河床が異常出水により洗掘したため、河
床張ブロックにて申請

洗掘が軽微な上、背後地の安全に支障が
ないと判断され欠格



■申請

根継工

申請額 3,981千円

■査定

欠格

豪雨出水により、石積み護岸の下部が露
出したため、根継工にて申請

石積み自体に変状は確認されず、石積土
台部も岩着で安定している



■申請

かごマットＡ＝391m2

申請額 15,774千円

■査定

欠格

天然河岸が浸食されて崩壊。かごマットで申請

人家、公共施設等守るべきものがなく、背後に
畑はあるが離れており影響なしと判断され欠格

人家公共施設等流失、橋梁・床止工等の機能喪失、隣接の堤防や護岸が損傷、河道
が著しく変化し他に被害、これらの恐れが大きい、いずれかを証明する(要綱第15)

畑はあるが護岸
から離れている

畑はあるが護岸
から離れている



■申請

現場吹付法枠工＝98m2

申請額 3,186千円

■査定

欠格

豪雨により山側法面浸食崩壊。現場吹付法枠
工にて申請

岩盤表面の土が滑っただけ。路面等道路施設
に被害無し。崩土も少量で小規模と判断

道路施設の被害、及び車馬の交通に著しい妨げの双方を確認

申請工法

標準断面図



■申請

PC橋：1基、橋台：2基

申請額 18,944千円

■査定

欠格

河川の出水により町道の床版橋が流出。原形
復旧にて申請

橋梁に接続する町道の幅員が2.0m未満で、小
規模と判断され欠格

被災施設に接続する道路幅員が2.0m以上あることを確認すること

河川の出水により
町道橋が流出

W<2.0m



公共土木施設災害 他省庁所管施設災害

山等

田等

安息角

Ａ

Ｂ

Ｃ

全
断

面

災害復旧事業対象延長

２割

７割６割４割３割

３割

・河道断面の３割程度未満の埋そく
は欠格。

・災害復旧事業の対象となるのは河
道断面の３割程度以上の埋塞※

・掘削土量は７割を計上（自然流下
等による損失を３割として算出）

・実施においては、再測量に基づき
全土量を計上可

掘削土量＝[（Ａ＋Ｂ）×０．７]＋Ｃ

※要綱第１４条 維持上又は公益上特に必要
と認められるもの









埋そく土砂を取り除く
と山腹崩壊につながる

トンネルの方
が経済的
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道路

被災

不安定土塊



警戒水位

年１回程度の出水位

被災

欠壊防止のための
大型土のう

仮締切のための
瀬追工

※この絵は２つのケース

に対する例を示してます



長野県神城断層地震により、姫川左岸側の山腹約1万m3が崩壊。河川断面の約２／３が埋塞し、
除去工事を全部応急工事により実施した。

不安定土塊の追加崩落の危険性があったため、国土交通省北陸地方整備局から貸与された無
人化施工機械（バックホウ、クローラーダンプ、グラップル付バックホウ）を導入した。

・河川埋塞土除去は緊急性が高いため、査定を待たずに事前着手して下さい。

・河道断面の３割程度以上の埋塞が採択範囲となりますので、測量資料等の整備が重要です。

平面図

横断図

全景

無人化施工機械



横断図

仮設防護柵設置状況と交通規制（片側交互通行）状況

全景 平面図

至 白馬市街

長野県神城断層地震地震により道路山側斜面が崩壊し、全面通行止となった。当該路線は、
重要な幹線道路のため、災害査定を待たずに緊急かつ早期に交通を確保する必要があった。

このため、崩落土除去の後、斜面再崩落防止のための仮設モルタル吹付工及び吹付作業ス
ペースの確保と交通確保（片側交互通行）のための仮設防護柵工については、本復旧の安全
対策としても必要となるため、応急本工事として申請した。

・一見、応急仮工事として申請しまいがちなものでも、本復旧の仮設として位置付けられる
場合は、応急本工事として申請すべきです。



平成27年3月18～19日の豪雨に伴い、路面からの雨水の集中及び既設石積工基礎周辺斜面の浸
食により、既設石積工が崩落し、路肩欠壊に至った。しかしながら、当該路線を通行不能な
状況で存置出来ないため、国との事前打合せを経て、仮桟橋工（応急仮工事）及びモルタル
吹付工（応急本工事）を設置した。

一般的に応急仮工事の採択は難しいため、実施に際しては十分な検討が必要ですが、当該箇
所においては以下の要件に該当しましたので、参考にして下さい。

①主要地方道であること ②復旧に長期間を要すこと ③適当な迂回路が無いこと

+17.5

GH=1087.59

13613469750

現況勾配%

FH=1087.590

4830

wGr2（土砂）

Bs（土砂）

wGr1（軟岩）

wD2（軟岩）

wD1（軟岩）

wD2（軟岩）

As（土砂）

H
7
0
0

1:
1.
5

1:
0.
6

500

1
:
0
.
3

ガードレール

(Gr-C-2B)

(Gr-C-4E)

アスカーブ

車道外側線

（W=15cm 白色）

路床盛土

(500)

1
:
0
.
3

表 層 （再生密粒度アスコン20F） t= 5cm

路 盤 （粒度調整砕石M-40） t=15cm

復旧舗装構成

箱型擁壁

植
生
シ
ー
ト

盛土水平排水材

(3.0%）

(タフネルEX60同等品)

1000

水道管φ250

I%

FH

路体盛土

（購入土）※

Dt（土砂）

9.87

5.00

40 3

10 87. 8 21 085

1 075

10 8 0

1 0 75

1
0
8
0

K B M

1 0 87. 72

108 7.38

1 07 8.98
1 079 .1 8

+
0
.
0

+
3
.
4

+
1
1
.
0

+
1
7
.
5

+
2
0
.
0

（
-
4
.
7
）

（
+
2
5
.
3
）

用地面積
A=120.6m2

BNO.1

BNO.2

車道外側線(白色 実線 W=15cm)L=30m

アスカーブ L=30m

ガードレール(Gr-C-4E)
L=14.0m

箱型擁壁工 1式(L=23.5m A=219.0㎡)
練石積擁壁工2 A=13.2m2
植生土のう工 A=18.1m2

盛土法面保護工(1:1.5 植生シート)A=10m2

流末排水工 N=1

X
=
-
4
8
5
5
0

X
=
-
4
8
5
2
5 ガードレール(Gr-C-2B)

L=8.0m

ガードレール(Gr-C-2B)
L=8.0m

+
0
.
0

+
2
0
.
0

復旧延長 L=20.0m

ふとんかご工
L=4.0m

アスファルト舗装工 A=85m2

練石積擁壁工1 A=19.9m2
植生土のう工 A=13.1m2

取付工

（
+
2
5
.
3
）

（
-
4
.
7
） 取付工

プレキャストガードレール基礎
プレキャストガードレール基礎(2型)

L=5.2m (1型)
L=2.5m

(2型)
L=5.5m

(1型)
L=2.8m

平面図

標準横断図

被災写真
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平成27年10月1～2日の豪雨に伴い、路面からの雨水の集中により、路肩が崩落した。町道の
奥には民家、射撃場があり、長期間通行止とするには影響が大きいため、復旧工法の中で最
も安価となる工法を確認し、山側斜面の掘削を応急本工事として着手し、幅員を確保した。

・路肩欠壊により幅員が減少し通行止となってしまった場合、通行確保のためには通常、仮
道等の検討をするのが一般的な方法となります。

しかしながら、仮道等の応急仮工事は採択条件が厳しいため、どの現場でも適用出来るわけ
でありません。当該箇所のように、経済比較により山側へ道路線形をシフトした場合が最も
安価となる場合は、山側斜面の掘削を応急本工事により対応し、幅員を確保する方法が有効
と考えられます。

標準横断図

被災写真 路肩の崩落
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被災状況の把握

・被災の範囲

・被災のメカニズム（原因はひとつとは限らない）

工法の選定

・被災原因を除去できる

・現地に適合し、施工性、安全性に問題はない

・経済的、リサイクルに配慮した工法

・周辺環境、施設等とバランスが取れている

・環境面に配慮している

・原形復旧の原則にとらわれすぎて再度災害の発生をみることは負担法の意図す
るところではないが、改良工事とは異なり一応の目的が達成され、また、将来
計画の一助として生かし得る最小限度の復旧工法とする



1. 被災原因が除去されておらず、再度災害の恐れがある。

2. 河川護岸の「死に体」判断が不適当。

3. 根入長や河床安定対策（帯工等）の検討が不十分。

4. 道路の切土法面対策において、経済比較なしに画一的に法枠工が選定され

ているケース及び盛土法面の排水対策の検討が行われていないケース。

5. 用地を十分に活用していないケース。

6. 地すべり対策において、工法が抑止工のみの内容になっているケースや施

工中の安全度（率）が確保されていないケース。

7. 図面に方位マーク、流向、ＤＨＷＬ、官民境界等が未記入。

8. 河川災の場合、左右岸毎に工種、延長等が記入されていない。
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護岸の「死に体」の基本的な考え方」 最大洗掘深と根入れの考え方」

出典：公共土木施設の災害申請工法のポイント（平成27年改訂版）





【ブロック積擁壁の適用条件について】
・ブロック積擁壁は、背面の地山が締まっている切土部や比較的良質な裏込め材料で十分な締固

めがされる盛土部等、背面地盤からの土圧が小さい場合に適用できる。
・基礎地盤が通常の地盤であれば省略してもよいが、斜面上に設ける場合やゆるい砂質土地盤あ

るいは軟らかい粘性土地盤上に設ける場合等は、支持に対する安定の照査を行う

『災害復旧事業におけるブロック積擁壁の取扱について』
（平成25年3月19日付24河第403号）



ブロック積擁壁は、以下の場合に土圧が小さいと判断され適用できる。

① 擁壁背面が比較的良質な裏込土（内部摩擦角が30度程度）で埋戻されている場合で、
かつ背面が水平な場合

② 擁壁背面が良質な裏込土（内部摩擦角が35度程度）で埋戻されている場合で、かつ嵩
上げ盛土（のり勾配：１割５分）がある場合にはその高さが４ｍ以下の場合

③ 擁壁背面が良質な裏込土（内部摩擦角が35度程度）で埋戻されている場合で、かつ嵩
上げ盛土ののり勾配が２割より緩い場合

④ ①～③以外のケースで個別に土圧が小さいと再確認した場合

ブロック積擁壁 直高と背面勾配の関係（控長35cm以上）

直 高 (m) 1.5以下 ～3.0以下 ～5.0以下 ～7.0以下

背面勾配

盛 土 1:0.3 1:0.4 1:0.5

切 土 1:0.3 1:0.3 1:0.4 1:0.5

裏込めコンクリート厚(cm) 5 10 15 20



災害復旧事業における大型ブロック積擁壁の取り扱い（１）

「経験に基づく設計法」：安定計算必要ない。



通常のブロック積擁壁に準じた構造の大型ブロック積擁壁では、控長に応じた背面
勾配と直高について下表を参考に定めるのがよい。

また、８ｍを超える場合は地震時の安定性を含めて、別途詳細な方法で検討し、５
ｍ以上となる場合は支持力の照査を行わなければならない。

大型ブロック積擁壁 控長に応じた背面勾配と直高の関係（ｍ）

背面勾配 1:0.3 1:0.4 1:0.5

控 長

50cm以上 － ～3.0 ～5.0

75cm以上 ～4.0 ～5.0 ～7.0

100cm以上 ～5.0 ～7.0 ～8.0

※嵩上げ盛土高が直高の1/2程度以下まで適用できる。

災害復旧事業における大型ブロック積擁壁の取り扱い（２）



ブロック積本体の安定性の検討で、
転倒に対して安全率が低下する上、
構造計算上、曲げ引張応力度が許
容されない恐れがある

ブロック積本体と分離構造とした
単独基礎とすることでブロック積
への衝突荷重の影響が無い設計と
する。

『平成20年度決算検査報告について』（平成22年１月26日付21河第号）

ブロック積擁壁上部に設置する場合の防護柵の取り扱い



ブロック積の基礎の根入れ深さ等に
ついては、右図を標準としているが、
査定時に、『県仕様として決まって
いる』旨のみの説明をした際、説明
不十分と指摘されたことがある。

現場条件（地形、地質等）で土台設
置位置を説明したうえで、右図の仕
様をリンクさせる。 長野県土木事業設計基準(1)

P2-3-27

例えば、右図は崩土でも成立するのか？



現況河床高

被災区間

根入れ深（0.5～1.5m）
現況最深河床高

設計水位（WL）

縦 断 図

横 断 図

現況最深河床高

・基礎工の根入れは現況最深河床高から0.5～1.5m程度埋め込む。

・上下流の状況、現地状況（実績、災害履歴等）等を確認の上設定する。

・基礎工の根入れのみで安定を図れない場合や、根入れを確保するより経済的な場
合は、根固め工の併用も検討する。



数量＝直高Ｈ×延長Ｌ／１袋当たりの面積

※直高Ｈ＝（必要設置高さ－設置面高さ）

※１袋当たりの面積＝１．０８×１．１０

※実設置個数では計上しないこと

※ただし、査定前に、応急本工事をすべて契約している場合は、
実施設計の計上個数で査定申請できる。

必要設置高さ

設置面高さ

直高Ｈ ←段数から決ま
るものではない。



すり付け工は、掘削影響範囲内等の端部処理の他、護岸上下流で浸食が生じた
際に浸食の影響を吸収して護岸上下流から破壊されることを防ぐことが必要な場
合、粗度の大きなすり付け工部で流速を緩和し、下流河岸の浸食を発生しにくく
することが必要な場合に設置する。



取付工は、本復旧する構造物と自然地山との空隙処理を行うもので、構造物設
置に伴う掘削影響範囲について、構造物及び地山を保護するために必要がある場
合に設置する。



４５°



路肩 車道
路肩 車道

４５°

４５°

上記条件を満たした
場合適用可

いずれの場合も
適用不可



横ボーリング

右岸左岸

横ボーリング

平成25年河川災の復旧工事を平成26年4月から着手したが、平成26年8月の台風11号の来襲に
より県道路肩部に地すべり性の亀裂が生じたため、河川と県道とに挟まれた斜面の観測・調
査等を実施し、右岸護岸工等は未着手のまま監視していたが、平成26年10月に台風18,19号が
再来し、地すべりが活発化したため、応急工事として押え盛土工を実施した。

このため、異常気象を地すべりとする平成26年河川災として護岸工、押え盛土工、横ボー
リング工等が採択され、平成25年河川災の右岸護岸工、斜面工を内未成とした。（別途、県
道も異常気象を地すべりとする道路災として採択された。）災害復旧工事の発注後、工事が
完了しない間に再度負担法の対象となる災害（採択要件の異常気象と同様）を受け、災害が
拡大した場合を増破として扱います。

平成25年河川災
護岸工復旧箇所

地すべりブロック

平成26年8月
台風11号によ
り地すべり発生

地すべり



平成27年2月22～23日の融雪に伴い、地中に浸透した融雪水が既設ブロック積の背面に集中し、
①被圧水の増大②既設ブロック積基礎地盤の含水比の増大に伴う脆弱化により、既設ブロッ
ク積が倒壊したことを説明。既存施設と同等の原形復旧では、地盤支持力や根入れ長に問題
があるため、十分な支持力を得られる地盤に対する構造物として、大型ブロック積での原形
復旧を申請し、採択された。

・融雪による被災のメカニズムを、被災施設の特性・地形条件等も加味し、具体的に説明す
ることが重要となります。

・被災施設と同等の原形復旧が出来ない場合は、現設計基準の考え方（同等の原形復旧をし
た場合の不適格性）や地質条件等を明確に説明することが重要となります。
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平面図 標準横断図被災写真
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平成27年9月8～10日の台風18号及び豪雨に伴い、地中に浸透した雨水が既設混合擁壁の背面
に集中し、被圧水が増大したことにより混合擁壁に亀裂が生じ、死に体となった。この場合、
既設混合擁壁を取り壊しの上、コスト比較上一番安価な土留構造物で復旧するのが一般的な
手法であるが、本路線は国道であり、一定期間通行止とするには極めて影響が大きいため、
国と事前打合せの上、既設混合擁壁を取り壊さずに復旧できる大型ブロック積工で申請した。

・当該箇所においては、「死に体となった既設混合擁壁を地山と同等とみなす」という考え
方を適用している所がポイントです。

・一般的に、既設構造物が被災し、取り壊さずに復旧しなければならない場合は、補強工法
により復旧する方法や既設構造物の前面に構造物を築造する方法等が考えられますが、
①構造的に問題のない工法であるか、②復旧区間の前後施設との取付、③用地確保等を念頭
に置かなければなりません。

被災写真 平面図
標準横断図







トータルステーションまたはGPS測量により査定設
計図面を作成する場合の全景写真及び横断写真（地
上、深浅）の撮影については、従来の手法に代えて、
下記のとおりとする。
１．起終点、各測点及び横断側線の端部にのみポー
ルを設置する。ただし、写真では起終点付近の距離
やポール位置の判別が難しいと考えられる場合には、
水平ポール、旗付ポールを設置する等延長の判別が
可能となるよう工夫する。
２．水深の深い大きな河川、海岸の水中・水上部で
はポールの設置はしないこととする。ただし、写真
判別が可能となるよう補完手段として、必要に応じ
て測量を記録したビデオ映像や測量成果の３Ｄ画像
等を活用する等工夫する。
３ ．全景写真については、杭間距離表示及びスケー
ルを貼付する。また、設計図面に基づき引き出し線
により主要な寸法（高さ、距離）を表示する。
４．被災前計上を全景・横断写真に表示する必要が
ある場合は、写真に線画表示する。










